
まれてから亡くなるまでの
連続した戸籍謄本です。被相
続人に子供がいたのか、いな
い場合に親は存命であるの
か、兄弟姉妹は何人いるの
か、などを確認します。
　２つ目は、相続人の現在戸
籍です。相続人が存命である
のかを確認します。もしお亡
くなりになっている場合は、
その事実を確認するために
除籍謄本が必要ですし、代襲
相続（本来相続人となる人が
先に死亡している場合に、そ
の者の子が代わって相続人
となること）が発生している
場合は、その方の現在戸籍も

必要となります。

　以上のように、相続手続き

では、様々な戸籍を揃える必

要があり、その取得において
も次のような手間が発生し
ます。
　取得する戸籍謄本は、被相
続人が生まれてから亡くな
るまでに、本籍地を定めた全
ての市区町村から取り寄せ
る必要があります。取得方法
は、各市区町村の役所に赴い
ての申請のほか、郵送（郵便
小為替）での申請も可能で
す。
　戸籍謄本の取得は、相続手
続きのなかでも非常に手間
がかかりますが、司法書士な
どの専門家に依頼すると、手
数料はかかりますが取得を

代行してくれます。専門家に

一任することにより、取得漏
れなどの失敗も防ぐことが
できます。　

３．財産目録を作成

　相続手続きでは、遺産を
「誰が」「何を」「どれだけ」相続
するのかを話し合う前に、先
ず遺産の全体像を把握する
必要があります。そのために
作成する、遺産の内容を一覧
にまとめた書面を財産目録
といいます。
　財産目録の作成は義務で
はありませんが、相続人全員
が納得できる話し合いをす
るために作成することをお
勧めします。遺言書がある場

合、遺言書通りに相続手続き

が行われるよう遺言執行者

が指定されますが、遺言執行

者は財産目録を作成して相

続人に対して交付する義務

があります。

　財産目録の作成にあたっ

て、相続発生日における金融

資産の価額を確定するため

に、取引があった金融機関よ

り相続発生日を基準とした

残高証明書を取得します。

　また、不動産の所在や評価

額を確定するために、固定資

産評価証明書や不動産登記

簿謄本を役所や法務局で取

得します。特に土地について

は、場所によって相続税法上

の評価方法が異なりますか

ら、税理士などの専門家に確

認することをお勧めします。

４．遺産分割協議書の作成

　法定相続人が複数人おり
遺言書がない場合には、「誰
が」「何を」「どれだけ」相続す
るのかを決めるために、遺産
分割協議を行います。分割内
容が合意に達した場合、遺産
分割協議書に記したうえで
法定相続人による署名・押

印（実印）を行います。遺産分
割協議書は、遺産をどのよう
に相続するかについて、相続
人全員が同意していること
を証明する書面となります。
　遺産分割協議書がない場
合における金融資産の相続
手続きでは、取引金融機関宛
に所定の相続手続書面を法
定相続人全員で署名・押印

相続手続きは、一生のうちに何度も経験するものではありません。しかしながらご家族を亡くされ
た悲しみの中で、慣れない相続の手続きを行わなければならず、残されたご家族の負担はとても大
きなものがあります。今回は、相続手続きをスムーズに行うためのポイントをお話しいたします。

知 っ て お き た い 　 相 続 の ポ イ ン ト
相 続 手 続 き 押 さ え て お き た い ６ つ の こ と第2回
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が異なりますので注意が必
要です。
　また、遺言書と似て非な
るものとしてエンディング
ノートがあります。エン
ディングノートと遺言書の
決定的な違いは、法的拘束
力があるかないかです。エ
ンディングノートには法的
拘束力がないため、遺産分
割協議を行う必要がありま
す。

２．多くの手続きで
戸 籍 謄 本 が 必 要

　相続手続きでは、相続人
を確定するため、一般的に
いくつもの戸籍謄本を取得
する必要があります。
　１つ目は、被相続人（お亡
くなりになられた方）が生

１．遺言書の存在を確認

　相続が発生した際には、
遺言書の有無を確認しま
しょう。相続発生後の遺産
分割においては、遺言書が
ある場合は遺言書に従い
（相続人間で合意すれば、遺
産分割協議を行い遺言書と
異なる遺産分割を行うこと
も可能）、遺言書がない場合
は相続人間で遺産分割協議
を行い、遺産分割協議書を
作成することになります。
　遺産分割協議には、相続
人しか参加することができ
ません。相続人でない方に
遺産を遺したい場合（いと
こへの相続や第三者への寄
附を希望される場合）や、特
定の遺産を特定の方へ遺し
たい場合には、遺言書が必

要です。
　相続手続きを進めていく
うえで、遺言書の有無は大
きく影響を及ぼします。必
要書類も変わってきます
し、自筆証書遺言であれば、
家庭裁判所の検認も必要と
なります（※遺言書の種類
と内容はウェルスレポート
vol.2 を参照）。
　遺言書の有無を確認する
方法は、自筆証書遺言と公正
証書遺言とで異なります。確
認方法は次の３つです。
①公正証書遺言　　　　　
…公証役場で検索システムを利用

②自筆証書遺言　　　　　
…自宅等にある遺品の中から探索

③自筆証書遺言(法務局保管)
…法務局の遺言書情報証明書の交付

　自筆証書遺言の場合、法
務局保管か否かで調査方法
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（実印）のうえ提出する必要が

あります。

　遺産分割協議書を作成した

場合には、取引金融機関の所

定の相続手続書面に代えるこ

とができますので、金融機関

毎に書面を取寄せ署名・押印

（実印）のうえ提出する必要が

無くなります。

　また、不動産の相続登記（被

相続人から相続人への名義変

更）には、遺産分割協議書が必

要です。

　遺産分割協議書は、財産の

分け方を示した重要な書面で

すが、その様式に厳格な規定

はありません。しかしながら、

不動産の相続登記を行う場

合、遺産分割協議書に不動産

登記事項証明書通りの記載が

されていないと、手続きが受

理されない場合があるため注

意が必要です。遺産分割協議

書の文言の不備で不動産の相

続登記が受理されなかった場

合には、遺産分割協議書の文

言を修正し、法定相続人全員

の署名・押印（実印）が必要と

なります。

　遺産分割協議書は、遺産を

分割するための重要な書類で

す。書面の記載不備により相

続手続きが進まなくなる場合

もあるため、作成は、専門家に

依頼をすることをお勧めしま

す。

５．遺産の解約換金・名義変更

　遺産分割協議書が完成しま
したら、相続手続きはもう少
しで終了です。
①金融資産の解約換金
被相続人と取引があった金融
機関全てへ遺産分割協議書な
どの必要書類を持参し、解約
換金の手続きを行います。
②不動産の相続登記
相続登記は法務局へ申請を行
いますが、登記申請書の作成
や税金の計算など複雑なこと
も多く、一般的には司法書士
などの専門家に依頼すること
が多いです。
　金融機関における相続手続
きや相続登記では、戸籍謄本

の原本が必要になります。特
に相続登記は、各不動産を管
轄する法務局毎に申請する必
要があり、1 つの法務局での
手続きが終了し原本の返却を
受けた後でないと、次の法務
局での手続きができません。
通常相続登記には、１つの法
務局あたり１～２週間を要す
るため、複数の法務局へ申請
を行う必要がある場合は時間
がかかってしまうことも相続
手続きが大変な理由の一つで
す。

６．金 融 機 関 で の
相続手続きの相談

　これまで見てきたように、
相続手続きは面倒で複雑で
す。相続は、人生で一度か二
度、経験するかしないかの出

来事です。相続の手続きに慣
れている相続人はめったにお
りません。お仕事のある方は、
仕事をしながら手続きを進め
なければなりませんし、さま
ざまな場所に出向き手続きを
進めることは時間と費用もか
かります。また、相続人が離れ
た場所に住んでいる場合に
は、遠距離を行ったり来たり
しながら各種手続きをしなけ

ればならず、より負担が大き
くなると思われます。
　このような煩雑な相続手続
きをしなければならない相続
人様の負担を軽減するサービ
スとして、一部の金融機関で
は遺産整理業務サービス（相
続手続きの代行サービス）を
行っております。

ご相談は最寄りの足利銀行へ

　足利銀行では、相続対策から相続発生後のサポートまで、お客さまからのご相談を承って
おります。ご不明な点やお困りごとがございましたら、休日ウェルスサロンや最寄りの支店
にぜひお気軽にご相談ください。

執筆：株式会社キャピタル・アセット・プランニング


